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１．不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等 
条文 現状・課題 対応の方向性 
（学校における取組への支援） 
第八条 国及び地方公共団体は、全ての児童生

徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を

受けられるよう、児童生徒と学校の教職員と

の信頼関係及び児童生徒相互の良好な関係の

構築を図るための取組、児童生徒の置かれて

いる環境その他の事情及びその意思を把握す

るための取組、学校生活上の困難を有する

個々の児童生徒の状況に応じた支援その他の

学校における取組を支援するために必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 

  

（支援の状況等に係る情報の共有の促進等） 
第九条 国及び地方公共団体は、不登校児童生

徒に対する適切な支援が組織的かつ継続的に

行われることとなるよう、不登校児童生徒の

状況及び不登校児童生徒に対する支援の状況

に係る情報を学校の教職員、心理、福祉等に

関する専門的知識を有する者その他の関係者

間で共有することを促進するために必要な措

置その他の措置を講ずるものとする。 
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（特別の教育課程に基づく教育を行う学校の整

備等） 
第十条 国及び地方公共団体は、不登校児童生

徒に対しその実態に配慮して特別に編成され

た教育課程に基づく教育を行う学校の整備及

び当該教育を行う学校における教育の充実の

ために必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。 

  

（学習支援を行う教育施設の整備等） 
第十一条 国及び地方公共団体は、不登校児童

生徒の学習活動に対する支援を行う公立の教

育施設の整備及び当該支援を行う公立の教育

施設における教育の充実のために必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 
 

  

（学校以外の場における学習活動の状況等の継

続的な把握） 
第十二条 国及び地方公共団体は、不登校児童

生徒が学校以外の場において行う学習活動の

状況、不登校児童生徒の心身の状況その他の

不登校児童生徒の状況を継続的に把握するた

めに必要な措置を講ずるものとする。 
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（学校以外の場における学習活動等を行う不登

校児童生徒に対する支援） 
第十三条 国及び地方公共団体は、不登校児童

生徒が学校以外の場において行う多様で適切

な学習活動の重要性に鑑み、個々の不登校児

童生徒の休養の必要性を踏まえ、当該不登校

児童生徒の状況に応じた学習活動が行われる

こととなるよう、当該不登校児童生徒及びそ

の保護者（学校教育法第十六条に規定する保

護者をいう。）に対する必要な情報の提供、助

言その他の支援を行うために必要な措置を講

ずるものとする。 

  

 
２．夜間その他特別な時間において授業を行う学校における就学の機会の提供等 
条文 現状・課題 対応の方向性 
（就学の機会の提供等） 
第十四条 地方公共団体は、学齢期を経過し

た者（その者の満六歳に達した日の翌日以

後における最初の学年の初めから満十五歳

に達した日の属する学年の終わりまでの期

間を経過した者をいう。次条第二項第三号

において同じ。）であって学校における就学

の機会が提供されなかったもののうちにそ
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の機会の提供を希望する者が多く存在する

ことを踏まえ、夜間その他特別な時間にお

いて授業を行う学校における就学の機会の

提供その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 
（協議会） 
第十五条 都道府県及び当該都道府県の区域

内の市町村は、前条に規定する就学の機会

の提供その他の必要な措置に係る事務につ

いての当該都道府県及び当該市町村の役割

分担に関する事項の協議並びに当該事務の

実施に係る連絡調整を行うための協議会

（以下この条において「協議会」という。）

を組織することができる。 
２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成す

る。 
一 都道府県の知事及び教育委員会 
二 当該都道府県の区域内の市町村の長及び

教育委員会 
三 学齢期を経過した者であって学校におけ

る就学の機会が提供されなかったもののう

ちその機会の提供を希望する者に対する支

援活動を行う民間の団体その他の当該都道
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府県及び当該市町村が必要と認める者 
３ 協議会において協議が調った事項につい

ては、協議会の構成員は、その協議の結果

を尊重しなければならない。 
４ 前三項に定めるもののほか、協議会の運

営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
 
３．教育機会の確保等に関するその他の施策 
条文 現状・課題 対応の方向性 
（調査研究等） 
第十六条 国は、義務教育の段階における普

通教育に相当する教育を十分に受けていな

い者の実態の把握に努めるとともに、その

者の学習活動に対する支援の方法に関する

調査研究並びにこれに関する情報の収集、

整理、分析及び提供を行うものとする。 
 

  

（国民の理解の増進） 
第十七条 国及び地方公共団体は、広報活動

等を通じて、教育機会の確保等に関する国

民の理解を深めるよう必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 
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（人材の確保等） 
第十八条 国及び地方公共団体は、教育機会

の確保等が専門的知識に基づき適切に行わ

れるよう、学校の教職員その他の教育機会

の確保等に携わる者の養成及び研修の充実

を通じたこれらの者の資質の向上、教育機

会の確保等に係る体制等の充実のための学

校の教職員の配置、心理、福祉等に関する

専門的知識を有する者であって教育相談に

応じるものの確保その他の必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 
 

  

（教材の提供その他の学習の支援） 
第十九条 国及び地方公共団体は、義務教育

の段階における普通教育に相当する教育を

十分に受けていない者のうち中学校を卒業

した者と同等以上の学力を修得することを

希望する者に対して、教材の提供（通信の

方法によるものを含む。）その他の学習の支

援のために必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。 
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（相談体制の整備） 
第二十条 国及び地方公共団体は、義務教育

の段階における普通教育に相当する教育を

十分に受けていない者及びこれらの者以外

の者であって学校生活上の困難を有する児

童生徒であるもの並びにこれらの者の家族

からの教育及び福祉に関する相談をはじめ

とする各種の相談に総合的に応ずることが

できるようにするため、関係省庁相互間そ

の他関係機関、学校及び民間の団体の間の

連携の強化その他必要な体制の整備に努め

るものとする。 

  

 


